
参考資料

ここでは、「東京都離島振興計画（素案）」に対する都民の皆様から

のご意見とそれに対する都の考え方、及び根拠法である離島振興法を資

料として添付している。

105



都では、平成25年2月18日に「東京都離島振興計画（素案）」を公表し、東京

都ホームページへの掲載や伊豆諸島地域の支庁における閲覧等を通じて、都民の皆

様のご意見を募集いたしました。

ここでは、お寄せいただいた主なご意見の概要と、それに対する都の考え方をご

紹介させていただきます。

貴重なご意見をお寄せいただき、誠にありがとうございました。

東京都離島振興計画（素案）に対する意見の概要

○

 

募集期間：平成25年2月18日から同年3月15日まで

○

 

意見提出者数：17件

 

意見数：延べ49件

(1)

 

意見の募集期間と件数

＜第3章・２振興の方向・③環境立島へ向けた取組について＞

(2)

 

意見の概要と都の考え方

＜第１章・３振興の基本理念について＞

ご意見の

 

概要

○ 定住促進のため、移住者を受け入れる情報システムがほしい。不動産

屋がない島もあり、受け入れたい人と移住したい人の出会う機会がない。

○ 基本理念を進めるための、人材育成やマンパワーの確保について、そ

の仕組みをどのような予算案で計画実行していくのかが提案されていな

い。予算確保について、どのような策を提案していけるかが重要である。

東京都の

 

考え方

○ 都としても、移住者を受け入れる仕組みが重要だと考え、ワンストッ

プ窓口の設置などにより、移住希望者のトータルサポート体制の整備を

進めていくとしておりますので、ご意見を参考とさせていただきます。

○ 本計画は具体的な予算等を定めるものではありませんが、ご意見のと

おり、その実効性を確保することが重要であり、施策の具体化について

の検討を進めていきます。

ご意見の

 

概要

○ 一部の島（御蔵島）を除いて、外来種に寛容な島が多いように感じて

いる。観光資源となるべき豊かな照葉樹の森や島しょ固有の動植物種を

守るために、「伊豆諸島版ブルーリスト」の作成など、伊豆諸島を対象

とする外来種防除指針の策定と施策を盛り込んでほしい。

東京都の

 

考え方

○ 都は昨年５月に「緑施策の新展開～生物多様性の保全に向けた基本戦

略～」を策定し、生物多様性の保全などに係る基本的な方針を示してい

ます。ご意見につきましては、今後の施策の参考とさせていただきます。
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＜第４章・６振興を進める体制－(1)人材の確保育成について＞

＜第４章・５生活－(1)生活環境整備について＞

ご意見の

 

概要

○

 

島しょの水道は各町村が担っているが、設備や老朽化、人材不足、高

額な料金などの課題がある。課題解決のため、伊豆諸島全域の水道事業

を、東京都水道局に完全移管することを、計画に記載してほしい。

東京都の

 

考え方

○

 

島しょ町村の水道事業を都営に一元化することについては、地理的条

件や施設の整備基準、財源の確保等様々な課題があるため、計画に記載

することは困難ですが、いただいたご意見は、今後の参考とさせていた

だきます。

＜第４章・１産業就業－(4)観光振興について＞

ご意見の

 

概要

○

 

島内で結婚式（ウェディング）をすれば100人近い来島者を確保する

ことができる。地域活動の一環として、島内で結婚式を実施することが

地域の経済とコミュニティの活性化に有効である。また、大島や式根島

で成功した「宝探し」を観光メニューとして活用することも有効なので、

事例に追加してはどうか。

東京都の

 

考え方

○

 

都としても、新たな視点の観光振興や体験型観光メニューの充実は重

要だと考えております。紙面の都合上、事例の追加記載は困難ですが、

いただいたご意見は、今後の観光振興等の参考とさせていただきます。

ご意見の

 

概要

○

 

ソフト面を拡充し（島の小中学校の生徒たちを短期的に交換留学させ

るプログラムなど）、それに付随させる形で島しょ間のヒト・モノの交

流を図ってみてはどうか。自分の島を知り、他の島を知ることによって、

郷土を背負う有望な人材が育てられるのではないか。

東京都の

 

考え方

○

 

都としても、各島間の交流を図ることは重要だと考えております。現

在、各島の小学生の交流を図るフットサル大会が毎年開催され、また、

先進事例として記載した「島づくり人材養成大学」でも、島からの参加

者同士の交流が図られています。ご意見は、今後の参考にさせていただ

きます。
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＜第５章・３新島・式根島基本計画について＞

ご意見の

 

概要

○

 

新島・式根島の明るい自然と美しい海岸には行く度に心洗われ、温泉

と素朴な島の料理に癒されているが、島への交通費が高すぎる。観光・

農漁業振興、定住促進等のため、安価な島への交通手段を実現すべき。

○

 

サポートなしでは自立できない障害者のため、教育や雇用、交通費等

の援助などについて、制度的な支援策を計画してほしい。

○

 

ＡＤＳＬのインターネット環境では、夜は非常に繋がりにくい。防災

面や地域振興面からも、改善に最優先で取り組んでほしい。

○

 

主なサーフィンをする場である羽伏浦海岸の侵食が激しくなり、問題

が生じている。観光等に大きな利点のあるサーフポイントを維持すべき。

東京都の

 

考え方

○

 

旅客及び貨物運賃の低廉化を図ることは重要だと考えており、分野別

計画において、そのための取組を記載しております。いただいたご意見

は、今後の参考にさせていただきます。

○

 

都としても、障害者ができる限り地域で自立した生活が送れるよう、

障害者の福祉、教育、雇用等に関し、必要な施策を展開しています。今

後とも、ご指摘いただいた視点も踏まえながら、障害者施策の推進に取

り組んでいきます。

○

 

都としても、インターネット等の利用環境の格差是正に取り組むべき

と考えており、分野別計画において、利用環境改善に向けた具体的な方

策を検討するとしております。

○

 

観光振興等の面からも、海岸侵食の防止は重要な課題であり、分野別

計画において、海岸の特性に応じて砂浜の維持保全等を進めるとしてお

ります。いただいたご意見は、今後の参考とさせていただきます。

ご意見の

 

概要

○

 

旅行者の意識では、島内の交通手段への不満が高い。島内バスについ

て、乗り合いタクシー（デマンド）制度の導入や車両準備・運行管理の

支援等が必要である。

○

 

島周辺で磯荒れが進行し、海草が激減したため、魚介類等の海の幸が

減少している。藻場（海中林）の再生事業に本腰を入れて取り組むこと

が必要である。

東京都の

 

考え方

○

 

都としても、島内交通の充実を図ることは重要だと考えております。

分野別計画に記載したデマンドバス導入の検討等に際し、ご意見を参考

とさせていただきます。

○

 

分野別計画において漁場整備等による水産資源の増殖を図っていくこ

ととしており、事業実施にあたっての参考とさせていただきます。

＜第５章・１大島基本計画について＞
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＜全体・その他＞

ご意見の

 

概要

○

 

都市勤務・生活経験者で構成された、離島振興を推し進めるための第

三セクター等の独立した組織が必要。構成員は、島出身で都会で暮らし

た経験者（Ｕターン者）を、都が募集・採用することを望む。

○

 

外部からグループワークや知的な刺激を提供する事でプロジェクト立

上げのきっかけをつくるなど、住民が事業を立ち上げる施策が必要。

○

 

各分野の10年後を見据えた取組をどのように具体化するか、その予算

的、財政的裏づけをどのようにするかが求められている。

○

 

定住促進のためには、住宅の供給が必要。人口の減少や、国や都の公

共施設の撤退により、空き家・空き建物が増えている。こうしたものを

有効活用できないか。

東京都の

 

考え方

○

 

都としても、島外からの人材が、新たな発想で島づくりに取り組むこ

とは重要だと考えております。そのため、ＵＪＩターンのトータルサ

ポート等の「人材の確保・育成」を重点的に進めることとしており、い

ただいたご意見を参考とさせていただきます。

○

 

分野別計画において、島外のグループ等との連携により島づくりの

リーダを育成するとしており、そうした取組の中でいただいたご意見を

参考とさせていただきます。

○

 

本計画の位置づけは、予算やスケジュールを明らかにするものではあ

りませんが、ご意見のとおり、その実効性を確保することが重要であり、

島しょ町村と連携して進行管理やフォローアップを行っていきたいと考

えております。

○

 

分野別計画においても、空き家の有効活用が図られていない現状に鑑

み、島ごとの特性に応じた不動産取引の流動化を図り、需要と供給のミ

スマッチを解消していくとしておりますので、ご意見を参考とさせてい

ただきます。

この他にも、様々な見地から多くのご意見をお寄せいただきました。いただいた

ご意見の内容は、都庁内の各部署や島しょ町村において情報を共有し、今後の離島

振興を進めるうえでの参考とさせていただきます。
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離島振興法 （抄）

（目的）
第一条

 

この法律は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、多様
な文化の継承、自然環境の保全、自然との触れ合いの場及び機会の提供、食料の安定
的な供給等我が国及び国民の利益の保護及び増進に重要な役割を担つている離島が、
四方を海等に囲まれ、人口の減少が長期にわたり継続し、かつ、高齢化が急速に進展
する等、他の地域に比較して厳しい自然的社会的条件の下にあることに鑑み、離島に
ついて、人の往来及び生活に必要な物資等の輸送に要する費用が他の地域に比較して
多額である状況を改善するとともに、産業基盤及び生活環境等に関する地域格差の是
正を図り、並びにその地理的及び自然的特性を生かした振興を図るため、離島の振興
に関し、基本理念を定め、及び国の責務を明らかにし、地域における創意工夫を生か
しつつ、その基礎条件の改善及び産業振興等に関する対策を樹立し、これに基づく事
業を迅速かつ強力に実施する等離島の振興のための特別の措置を講ずることによつて、
離島の自立的発展を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、地域
間の交流を促進し、もつて居住する者のない離島の増加及び離島における人口の著し
い減少の防止並びに離島における定住の促進を図り、あわせて国民経済の発展及び国
民の利益の増進に寄与することを目的とする。

（基本理念及び国の責務）
第一条の二

 

離島の振興のための施策は、離島が我が国の領域、排他的経済水域等の保
全、海洋資源の利用、多様な文化の継承、自然環境の保全、自然との触れ合いの場及
び機会の提供、食料の安定的な供給等我が国及び国民の利益の保護及び増進に重要な
役割を担つていることに鑑み、その役割が十分に発揮されるよう、厳しい自然的社会
的条件を改善し、地域間の交流の促進、居住する者のない離島の増加及び離島におけ
る人口の著しい減少の防止並びに離島における定住の促進が図られることを旨として
講ぜられなければならない。

２

 

国は、前項の基本理念にのつとり、離島の振興のため必要な施策を総合的かつ積極
的に策定し、及び実施する責務を有する。

（指定）
第二条

 

主務大臣は、国土審議会の意見を聴いて、第一条の目的を達成するために必要
と認める離島の地域の全部又は一部を、離島振興対策実施地域として指定する。

２

 

主務大臣は、前項の指定をした場合においては、その旨を公示しなければならない。

（離島振興基本方針）
第三条

 

主務大臣は、離島振興対策実施地域の振興を図るため、離島振興基本方針を定
めるものとする。

２

 

離島振興基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一

 

離島の振興の意義及び方向に関する事項
二

 

本土と離島及び離島と離島並びに離島内の交通通信を確保するための航路、航空
路、港湾、空港、道路等の交通施設及び通信施設の整備、人の往来及び物資の流通
（廃棄物の運搬を含む。以下同じ。）に要する費用の低廉化その他の必要な措置に
関する基本的な事項

三

 

農林水産業、商工業等の産業の振興及び資源開発を促進するための漁港、
林道、農地、電力施設等の整備その他の必要な措置に関する基本的な事項

四

 

雇用機会の拡充、職業能力の開発その他の就業の促進に関する基本的な事項
五

 

生活環境の整備（廃棄物の減量その他その適正な処理を含む。以下同じ。）に関
する基本的な事項

六

 

医療の確保等（妊婦が健康診査を受診し、及び出産に必要な医療を受ける機会を
確保するための支援を含む。以下同じ。）に関する基本的な事項

（昭和二十八年七月二十二日法律第七十二号）
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七

 

介護サービスの確保等に関する基本的な事項
八

 

高齢者の福祉その他の福祉の増進に関する基本的な事項
九

 

教育及び文化の振興（子どもの修学の機会を確保するための支援を含む。以下同
じ。）に関する基本的な事項

十

 

観光の開発に関する基本的な事項
十一

 

国内及び国外の地域との交流の促進に関する基本的な事項
十二

 

自然環境の保全及び再生に関する基本的な事項
十三

 

再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策に関する基本的な事項
十四

 

水害、風害、地震災害（地震に伴い発生する津波等により生ずる被害を含む。
以下同じ。）その他の災害を防除するために必要な国土保全施設等の整備その他の
防災対策に関する基本的な事項

十五

 

離島の振興に寄与する人材の確保及び育成に関する基本的な事項
十六

 

前各号に掲げるもののほか、離島の振興に関する基本的な事項
３

 

主務大臣は、離島振興基本方針を定めようとするときは、関係行政機関の長に協議
するとともに、国土審議会の意見を聴かなければならない。

４

 

主務大臣は、離島振興基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければ
ならない。

５

 

前二項の規定は、離島振興基本方針の変更について準用する。

（離島振興計画）
第四条

 

第二条第一項の規定により離島振興対策実施地域の指定があつた場合において
は、関係都道府県は、離島振興基本方針に基づき、当該地域について離島振興計画を
定めるよう努めるものとする。

２

 

離島振興計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。
一

 

離島の振興の基本的方針に関する事項
二

 

本土と離島及び離島と離島並びに離島内の交通通信を確保するための航路、航空
路、港湾、空港、道路等の交通施設及び通信施設の整備、人の往来及び物資の流通
に要する費用の低廉化その他の必要な措置に関する事項

三

 

農林水産業、商工業等の産業の振興及び資源開発を促進するための漁港、林道、
農地、電力施設等の整備その他の必要な措置に関する事項

四

 

雇用機会の拡充、職業能力の開発その他の就業の促進に関する事項
五

 

生活環境の整備に関する事項
六

 

医療の確保等に関する事項
七

 

介護サービスの確保等に関する事項
八

 

高齢者の福祉その他の福祉の増進に関する事項
九

 

教育及び文化の振興に関する事項
十

 

観光の開発に関する事項
十一

 

国内及び国外の地域との交流の促進に関する事項
十二

 

自然環境の保全及び再生に関する事項
十三

 

再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策に関する事項
十四

 

水害、風害、地震災害その他の災害を防除するために必要な国土保全施設等の
整備その他の防災対策に関する事項

十五

 

離島の振興に寄与する人材の確保及び育成に関する事項
十六

 

前各号に掲げるもののほか、離島振興対策実施地域の振興に関し必要な事項
３

 

都道府県は、離島振興対策実施地域について離島振興計画を定めようとするときは、
あらかじめ、その全部又は一部の区域が当該地域である市町村（次項の規定による要
請があつた場合における当該要請をした市町村を除く。以下この項において同じ。）
に対し、当該市町村に係る離島振興計画の案を作成し当該都道府県に提出するよう求
めなければならない。この場合において、一の離島振興対策実施地域が二以上の市町
村の区域にわたるときは、当該市町村は、共同して、離島振興計画の案を作成し、及
び提出することができる。
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４

 

その全部又は一部の区域が一の離島振興対策実施地域である市町村は、当該地域に
係る離島振興計画が定められていない場合には、単独で又は共同して、都道府県に対
し、当該地域について離島振興計画を定めることを要請することができる。この場合
においては、当該市町村に係る離島振興計画の案を添えなければならない。

５

 

前項の規定による要請があつたときは、都道府県は、速やかに、当該要請に係る離
島振興対策実施地域について離島振興計画を定めなければならない。

６

 

市町村は、第三項又は第四項の案を作成しようとするときは、あらかじめ、その離
島振興対策実施地域の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

７

 

第三項又は第四項の案の提出を受けた都道府県は、離島振興計画を定めるに当たつ
ては、当該案の内容をできる限り反映させるよう努めるものとする。

８

 

都道府県は、離島振興計画を定めたときは、直ちに、これを主務大臣に提出すると
ともに、その内容を関係市町村に通知しなければならない。

９

 

主務大臣は、前項の規定により離島振興計画の提出があつた場合においては、直ち
に、その内容を関係行政機関の長に通知しなければならない。この場合において、関
係行政機関の長は、当該離島振興計画についてその意見を主務大臣に申し出ることが
できる。

10

 

主務大臣は、第八項の規定により提出された離島振興計画が離島振興基本方針に適
合していないと認めるときは、当該都道府県に対し、これを変更すべきことを求める
ことができる。

11

 

主務大臣は、第八項の規定により提出された離島振興計画について前項の規定によ
る措置を執る必要がないと認めるときは、その旨を当該都道府県に通知しなければな
らない。

12

 

第三項、第四項及び第六項から前項までの規定は、離島振興計画の変更について準
用する。

（事業の実施）
第五条

 

離島振興計画に基づく事業は、この法律に定めるもののほか、当該事業に関す
る法律（これに基づく命令を含む。）の規定に従い、国、地方公共団体その他の者が
実施するものとする。

（財政上の措置等）
第六条

 

国は、第一条の二第一項に定める基本理念にのつとり、毎年度、予算で定める
ところにより、離島振興計画の円滑な実施その他の離島振興対策実施地域の振興に必
要な財政上の措置その他の措置を講ずるものとする。

２

 

国は、離島振興計画に基づく公共事業の実施に要する経費について予算に計上する
に当たつては、離島振興計画の実施に係る予算の明確化について特別の配慮をしなけ
ればならない。

３

 

地方公共団体は、離島振興計画に基づく公共事業の実施に要する経費について予算
に計上するに当たつては、離島振興計画の実施に係る予算の明確化について特別の配
慮をするよう努めなければならない。

（国の負担又は補助の割合の特例等）
第七条

 

離島振興計画に基づく事業のうち別表に掲げるものに要する費用について国が
負担し又は補助する割合は、当該事業に関する法令の規定にかかわらず、同表に掲げ
る割合とする。

２

 

国は、離島振興計画に基づく事業のうち、別表に掲げるものに要する経費に充てる
ため政令で定める交付金を交付する場合においては、政令で定めるところにより、当
該経費について前項の規定を適用したとするならば国が負担し、又は補助することと
なる割合を参酌して、当該交付金の額を算定するものとする。

３

 

第一項の場合において、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十条に
規定する普通交付税の交付を受けない地方公共団体については、別表で定める国庫の
負担割合及び補助割合を減ずることができる。ただし、同表に掲げる法律に規定する
国庫の負担割合又は補助割合を下ることはできない。
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４

 

離島振興対策実施地域における災害復旧事業については、公共土木施設災害復旧事
業費国庫負担法（昭和二十六年法律第九十七号）第三条の規定により地方公共団体に
対して国がその費用の一部を負担する場合における当該災害復旧事業費に対する国の
負担率は、同法第四条の規定によつて算定した率が五分の四に満たない場合において
は、同条の規定にかかわらず、五分の四とし、公立学校施設災害復旧費国庫負担法
（昭和二十八年法律第二百四十七号）第三条の規定により国がその経費の一部を負担
する場合における当該公立学校の施設の災害復旧に要する経費に対する国の負担率は、
同条の規定にかかわらず、五分の四とする。

５

 

国は、離島振興計画に基づき簡易水道の用に供する水道施設の新設又は増設をする
地方公共団体に対し、予算の範囲内において、政令の定めるところにより、その新設
又

 

は増設に要する費用の二分の一以内を補助することができる。
６

 

政府は、別表に掲げる費用以外の費用についても、これに対し国が補助する割合及
び対象を定める政令がある場合においては、第一項の規定に準じ当該政令の特例を設
けるものとする。

７

 

国は、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律（昭和三十三年法律第
八十一号）第十二条第一項の規定により地方公共団体に対して交付金を交付する場合
において、当該地方公共団体が同条第二項の規定により作成した施設整備計画に記載
された改築等事業（同法第十一条第一項に規定する「改築等事業」をいう。）として、
離島振興計画に基づく次に掲げる事業がある場合においては、当該事業に要する費用
の十分の五・五を下回らない額の交付金が充当されるように算定するものとする。
一

 

公立の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は公立の特別支援学校（視覚
障害者又は聴覚障害者である児童又は生徒に対する教育を主として行うものに限る。
別表㈤において同じ。）の小学部若しくは中学部に勤務する教員又は職員のための
住宅の建築（買収その他これに準ずる方法による取得を含む。）をすること。

二

 

体育、音楽等の学校教育及び社会教育の用に供するための施設を公立の小学校若
しくは中学校又は中等教育学校の前期課程に設けること。

（離島活性化交付金等事業計画の作成）
第七条の二

 

都道府県は、離島振興計画に基づく事業又は事務（以下「事業等」とい
う。）のうち、離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等（その全部又は一部の
区域が離島振興対策実施地域である市町村その他の者（以下「離島関係市町村等」と
いう。）が実施する離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等を含む。）を実施
するための計画（以下「離島活性化交付金等事業計画」という。）を作成することが
できる。

２

 

離島活性化交付金等事業計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。
一

 

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項
二

 

計画期間
３

 

離島活性化交付金等事業計画には、前項に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記
載するよう努めるものとする。
一

 

離島活性化交付金等事業計画の目標
二

 

その他主務省令で定める事項
４

 

都道府県は、離島活性化交付金等事業計画を作成しようとするときは、あらかじめ、
離島関係市町村等の意見を聴くよう努めるものとする。

５

 

都道府県は、離島活性化交付金等事業計画に離島関係市町村等が実施する事業等に
係る事項を記載しようとするときは、当該事項について、あらかじめ、当該離島関係
市町村等の同意を得なければならない。

６

 

前二項の規定は、離島活性化交付金等事業計画の変更について準用する。

（交付金等の交付等）
第七条の三

 

都道府県又は離島関係市町村等が次項の交付金等を充てて離島活性化交付
金等事業計画に基づく事業等の実施をしようとするときは、当該都道府県は、当該離
島活性化交付金等事業計画をそれぞれの事業等を所管する大臣（以下「事業等所管大
臣」という。）に提出しなければならない。
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２

 

国は、前項の都道府県又は離島関係市町村等に対し、同項の規定により提出された
離島活性化交付金等事業計画に基づく事業等の実施に要する経費に充てるため、予算
の範囲内で、それぞれの事業等ごとに、交付金又は補助金（以下「交付金等」とい
う。）の交付を行うことができる。

３

 

前二項に定めるもののほか、交付金等の交付に関し必要な事項は、主務省令で定め
る。

（離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等の公表）
第七条の四

 

国は、毎年度、離島活性化交付金等事業計画に記載された事業等及びその
他の離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等として政令で定めるもので当該年
度に実施するものについて、その内容を取りまとめ、公表するものとする。

（地方債についての配慮）
第八条

 

地方公共団体が離島振興計画を達成するために行う事業に要する経費に充てる
ために起こす地方債については、法令の範囲内において、資金事情及び当該地方公共
団体の財政状況が許す限り、特別の配慮をするものとする。

（資金の確保等）
第九条

 

国及び地方公共団体は、離島振興計画の達成に資すると認められる事業を営む
者に対し、必要な資金の確保その他の援助に努めなければならない。

（医療の確保等）
第十条

 

都道府県は、離島振興対策実施地域における医療を確保するため、離島振興計
画に基づいて、無医地区に関し次に掲げる事業を実施しなければならない。
一

 

診療所の設置
二

 

患者輸送車（患者輸送艇を含む。）の整備
三

 

定期的な巡回診療
四

 

保健師による保健指導等の活動
五

 

医療機関の協力体制（救急医療用の機器を装備したヘリコプター等により患者を
輸送し、かつ、患者の輸送中に医療を行う体制を含む。以下同じ。）の整備

六

 

その他無医地区の医療の確保に必要な事業
２

 

都道府県は、前項に規定する事業を実施する場合において特に必要があると認める
ときは、病院又は診療所の開設者又は管理者に対し、次に掲げる事業につき、協力を
要請することができる。
一

 

医師又は歯科医師の派遣
二

 

巡回診療車（巡回診療船を含む。）による巡回診療
３

 

国及び都道府県は、離島振興対策実施地域内の無医地区における診療に従事する医
師若しくは歯科医師又はこれを補助する看護師（以下「医師等」という。）の確保そ
の他当該無医地区における医療の確保（当該診療に従事する医師又は歯科医師を派遣
する病院に対する助成を含む。）に努めなければならない。

４

 

都道府県は、第一項及び第二項に規定する事業の実施に要する費用を負担する。
５

 

国は、前項の費用のうち第一項第一号から第三号までに掲げる事業及び第二項に規
定する事業に係るものについて、政令の定めるところにより、その二分の一を補助す
るものとする。

６

 

国及び都道府県は、離島振興対策実施地域における医療を確保するため、市町村が
離島振興計画に基づいて第一項各号に掲げる事業を実施しようとするときは、当該事
業が円滑に実施されるよう適切な配慮をするものとする。

７

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域に居住する妊婦が健康診査を受診し、
及び出産に必要な医療を受ける機会を確保するため、妊婦が居住する離島に妊婦の健
康診査又は出産に係る保健医療サービスを提供する病院、診療所等が設置されていな
いことにより当該離島の区域外の病院、診療所等に健康診査の受診又は出産のために
必要な通院又は入院をしなければならない場合における当該通院又は入院に対する支
援について適切な配慮をするものとする。
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８

 

都道府県は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第一項に規定す
る医療計画を作成するに当たつては、離島振興対策実施地域における医療の特殊事情
に鑑み、当該地域において医師等の確保、病床の確保等により必要な医療が確保され
るよう適切な配慮をするものとする。

９

 

前各項に定めるもののほか、国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域におい
て、必要な医師等の確保、定期的な巡回診療、医療機関の協力体制の整備等により医
療の充実が図られるよう適切な配慮をするものとする。

（介護サービスの確保等）
第十条の二

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における介護サービスの確
保及び充実を図るため、老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の二第
一項に規定する老人居宅生活支援事業に係る介護サービスの提供、介護サービスに従
事する者の確保、介護施設の整備、提供される介護サービスの内容の充実等について
適切な配慮をするものとする。

（高齢者の福祉の増進）
第十一条

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における高齢者の福祉の増進
を図るため、高齢者の居住の用に供するための施設の整備等について適切な配慮をす
るものとする。

（保健医療サービス等を受けるための住民負担の軽減）
第十一条の二

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における保健医療サービ
ス、介護サービス、高齢者福祉サービス及び保育サービスを受けるための条件の他の
地域との格差の是正を図るため、離島振興対策実施地域の住民がこれらのサービスを
受けるための住民負担の軽減について適切な配慮をするものとする。

（交通の確保等）
第十二条

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における人の往来及び物資の
流通に関する条件の他の地域との格差の是正、島民の生活の利便性の向上、産業の振
興等を図るため、離島振興対策実施地域に係る海上、航空及び陸上の交通について、
総合的かつ安定的な確保及びその充実並びに人の往来及び物資の流通に要する費用の
低廉化に資するための施策の充実に特別の配慮をするものとする。

（情報の流通の円滑化及び通信体系の充実）
第十三条

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における情報通信技術の利用
の機会の他の地域との格差の是正、島民の生活の利便性の向上、産業の振興、医療及
び教育の充実等を図るため、情報の流通の円滑化及び高度情報通信ネットワークその
他の通信体系の充実について適切な配慮をするものとする。

（農林水産業その他の産業の振興）
第十四条

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域の特性に即した農林水産業の
振興を図るため、生産基盤の強化、地域特産物の開発並びに流通及び消費の増進並び
に観光業との連携の推進について適切な配慮をするものとする。

２

 

国及び地方公共団体は、離島における水産業の重要性に鑑み、離島振興対策実施地
域の漁業者がその周辺の海域の漁場において安定的に水産業を営むことができるよう、
水産動植物の生育環境の保全及び改善について適切な配慮をするものとする。

３

 

前二項に規定するもののほか、国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域の特
性に即した産業の振興を図るため、生産性の向上、産業の振興に寄与する人材の育成
及び確保、起業を志望する者に対する支援、先端的な技術の導入並びに他の産業との
連携の推進について適切な配慮をするものとする。
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（就業の促進）
第十四条の二

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域の住民及び離島振興対策
実施地域へ移住しようとする者の離島振興対策実施地域における就業の促進を図るた
め、良好な雇用機会の拡充並びに実践的な職業能力の開発及び向上のための施策の充
実について適切な配慮をするものとする。

（生活環境の整備）
第十四条の三

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における定住の促進に資
するため、住宅及び水の確保、汚水及び廃棄物の処理その他の快適な生活環境の確保
を図るための施策の充実について適切な配慮をするものとする。

（教育の充実）
第十五条

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における教育の特殊事情に鑑
み、子どもの修学の機会の確保に資するため、離島の区域（当該離島の区域が二以上
の市町村の区域にわたる場合にあつては、当該離島のうち一の市町村の区域に属する
区域。以下この項において同じ。）内に高等学校、中等教育学校の後期課程その他こ
れらに準ずる教育施設（以下「高等学校等」という。）が設置されていないことによ
り当該離島の区域内から当該離島の区域外に所在する高等学校等へ通学する場合又は
当該離島の区域外に居住して当該高等学校等へ通学する場合における当該通学又は居
住に対する支援について適切な配慮をするものとする。

２

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域における教育の特殊事情に鑑み、公
立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律（昭和三十六年法律第百
八十八号）の規定による公立高等学校等を設置する地方公共団体ごとの教員及び職員
の定員の算定並びに離島振興対策実施地域に所在する公立の高等学校等に勤務する教
員及び職員の定員の決定について特別の配慮をするものとする。

３

 

前二項に定めるもののほか、国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域におい
て、その教育の特殊事情に鑑み、学校教育及び社会教育の充実に努めるとともに、地
域社会の特性に応じた生涯学習の振興に資するための施策の充実について適切な配慮
をするものとする。

（地域文化の振興）
第十六条

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域において伝承されてきた多様
な文化的所産の保存及び活用並びに担い手の育成について適切な措置が講ぜられるよ
う努めるとともに、地域における文化の振興について適切な配慮をするものとする。

（観光の振興及び地域間交流の促進）
第十七条

 

国及び地方公共団体は、離島には優れた自然の風景地が存すること、国外の
地域と近接していること等の特性があることに鑑み、国民の離島に対する理解と関心
を深め、離島と他の地域との間の交流を拡大するとともに、離島振興対策実施地域の
活性化に資するため、離島振興対策実施地域における観光の振興並びに離島振興対策
実施地域と国内及び国外の地域との交流の促進について適切な配慮をするものとする。

（自然環境の保全及び再生）
第十七条の二

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域及びその周辺の海域にお
ける自然環境の保全及び再生に資するため、海岸漂着物等の処理並びに生態系に係る
被害を及ぼすおそれのある外来生物及び伝染病の防除及び防疫その他の生態系の維持
又は回復について適切な配慮をするものとする。

（エネルギー対策の推進）
第十七条の三

 

国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域において、その自然的特
性を生かしたエネルギーを利用することが、その経済的社会的環境に応じたエネル
ギーの安定的かつ適切な供給の確保及びエネルギーの供給に係る環境への負荷の低減
を図る上で重要であることに鑑み、再生可能エネルギーの利用の推進について適切な
配慮をするものとする。 116



２

 

前項に規定するもののほか、国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域におけ
るエネルギーの利用に関する条件の他の地域との格差の是正、島民の生活の利便性の
向上、産業の振興等を図るため、離島振興対策実施地域における石油製品の価格の低
廉化その他のエネルギーに関する対策の推進について適切な配慮をするものとする。

（防災対策の推進）
第十七条の四

 

国及び地方公共団体は、離島が四方を海等に囲まれている等厳しい自然
条件の下にあることを踏まえ、災害を防除し、及び災害が発生した場合において島民
が孤立することを防止するため、離島振興対策実施地域において、国土保全施設、避
難施設、備蓄倉庫、防災行政無線設備、人工衛星を利用した通信設備その他の施設及
び設備の整備、防災のための住居の集団的移転の促進、防災上必要な教育及び訓練の
実施、被災者の救難、救助その他の保護を迅速かつ的確に実施するための体制の整備
及び関係行政機関の連携の強化その他の防災対策の推進について適切な配慮をするも
のとする。

（農地法等における配慮）
第十八条

 

国の行政機関の長又は都道府県は、離島振興対策実施地域における農地法
（昭和二十七年法律第二百二十九号）、自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一
号）その他の法律の規定の運用に当たつては、離島振興計画に基づく事業の円滑な実
施が図られるよう適切な配慮をするものとする。

（離島特別区域制度の整備）
第十八条の二

 

政府は、地域における創意工夫を生かした離島の振興を図るため、その
全部又は一部の区域が離島振興対策実施地域である地方公共団体の申出により当該離
島振興対策実施地域内に区域を限つて規制の特例措置その他の特別措置を適用する制
度の創設について総合的に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

（税制上の措置等）
第十九条

 

国は、離島について、人の往来及び生活に必要な物資等の輸送に要する費用
が他の地域に比較して多額である状況を改善するとともに、産業基盤及び生活環境等
に関する地域格差の是正を図り、並びにその地理的及び自然的特性を生かした振興を
図るため、離島の振興のための特別の措置を講ずることによつて、離島の自立的発展
を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、地域間の交流を促進し、
もつて居住する者のない離島の増加及び離島における人口の著しい減少の防止並びに
離島における定住の促進を図ること等としている第一条の目的の達成に資するため、
租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）等の定めるところにより、離島振興
対策実施地域の振興に必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。

（地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置）
第二十条

 

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第六条の規定により、地方公
共団体が、離島振興対策実施地域内において製造の事業、旅館業(下宿営業を除く。)、
情報サービス業その他総務省令で定める事業の用に供する設備を新設し、若しくは増
設した者について、その事業に対する事業税、その事業に係る建物若しくはその敷地
である土地の取得に対する不動産取得税若しくはその事業に係る機械及び装置若しく
はその事業に係る建物若しくはその敷地である土地に対する固定資産税を課さなかつ
た場合若しくは離島振興対策実施地域内において畜産業、水産業若しくは薪炭製造業
を行う個人について、その事業に対する事業税を課さなかつた場合又はこれらの者に
ついて、これらの地方税に係る不均一の課税をした場合において、これらの措置が総
務省令で定める場合に該当するものと認められるときは、地方交付税法第十四条の規
定による当該地方公共団体の各年度における基準財政収入額は、同条の規定にかかわ
らず、当該地方公共団体の当該各年度分の減収額（事業税又は固定資産税に関するこ
れらの措置による減収額にあつては、これらの措置がされた最初の年度以降三箇年度
（個人の行う畜産業、水産業及び薪炭製造業に対するものにあつては、総務省令で定
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める期間に係る年度）におけるものに限る。）のうち総務省令で定めるところにより
算定した額を同条の規定による当該地方公共団体の当該各年度（これらの措置が総務
省令で定める日以後において行われたときは、当該減収額について当該各年度の翌年
度）における基準財政収入額となるべき額から控除した額とする。

（国土審議会）
第二十一条

 

国土審議会は、離島振興に関する重要事項を調査審議する。
２

 

国土審議会は、前項に規定する事項につき、関係行政機関の長に対し意見を申し出
ることができる。

（国土審議会への報告）
第二十一条の二

 

主務大臣は、毎年、離島の振興に関して講じた施策について、国土審
議会に報告するものとする。

（主務大臣等）
第二十一条の三

 

第二条及び前条における主務大臣は、国土交通大臣、総務大臣及び農
林水産大臣とする。

２

 

第三条第一項、第三項及び第四項（同条第五項において準用する場合を含む。）に
おける主務大臣は、離島振興基本方針のうち、同条第二項第三号及び第十五号に掲げ
る事項に係る部分については国土交通大臣、総務大臣、農林水産大臣及び経済産業大
臣、同項第四号及び第六号から第八号までに掲げる事項に係る部分については国土交
通大臣、総務大臣、農林水産大臣及び厚生労働大臣、同項第五号及び第十二号に掲げ
る事項に係る部分については国土交通大臣、総務大臣、農林水産大臣及び環境大臣、
同項第九号に掲げる事項に係る部分については国土交通大臣、総務大臣、農林水産大
臣及び文部科学大臣、同項第十三号に掲げる事項に係る部分については国土交通大臣、
総務大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び環境大臣とし、その他の部分については
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣とする。

３

 

第四条第八項から第十一項まで（同条第十二項において準用する場合を含む。）に
おける主務大臣は、国土交通大臣、総務大臣、農林水産大臣、文部科学大臣、厚生労
働大臣、経済産業大臣及び環境大臣とする。

４

 

第七条の二第三項第二号における主務省令は、前項に規定する主務大臣の共同で発
する命令とする。

５

 

第七条の三第三項における主務省令は、事業等所管大臣の発する命令とする。

（政令への委任）
第二十二条

 

この法律の実施のための手続その他必要な事項は、政令で定める。

附 則（抄）
１

 

この法律は、公布の日から施行する。
２

 

この法律は、平成三十五年三月三十一日限りその効力を失う。
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別表

 

（第七条関係）

（一）港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第四十二条第一項及び第二項、第四十
三条第一号から第三号まで並びに第五十二条第二項第四号、第七号及び第八号に規定
する費用について

港湾の区分 事業の区分 事業主体 国庫の負担割合又は補助割合

重要港湾 水域施設又は外郭施設の建設

 

又は改良（重要な工事に限る

 

。）

港湾管理者 十分の八

国 十分の八・五

係留施設又は臨港交通施設の

 

建設又は改良
港湾管理者 十分の六（本土と離島及び離島と離

 

島を連絡する橋梁の建設又は改良に

 

係るものにあつては、三分の二）

国 三分の二

避難港 水域施設又は外郭施設の建設

 

又は改良
港湾管理者 十分の八

国 十分の八・五

係留施設の建設又は改良 港湾管理者 十分の六

国 三分の二

地方港湾 水域施設又は外郭施設の建設

 

又は改良
港港湾管理者

 

（北海道にあ

 

つては、港湾

 

管理者又は国

 

）

十分の八（国が行う工事に係るもの

 

にあつては、十分の八・五）

係留施設又は臨港交通施設の

 

建設又は改良
十分の六（本土と離島及び離島と離

 

島を連絡する橋梁の建設又は改良に

 

係るもの並びに国が行う工事に係る

 

ものにあつては、三分の二）

（二）漁港漁場整備法（昭和二十五年法律第百三十七号）第二十条第四項及び第五項に
規定する費用について

漁港の区分 事業区分 事業主体 国庫の負担割合又は補助割合

第一種漁港 外郭施設又は水域施設の修

 

築
地方公共団体 百分の八十

第二種漁港 水産業協同組合 百分の九十五

第三種漁港 係留施設の修築 地方公共団体 百分の六十

水産業協同組合 百分の七十五

第四種漁港 外郭施設又は水域施設の修

 

築
地方公共団体 百分の八十五

水産業協同組合 百分の九十五

係留施設の修築 地方公共団体 三分の二

水産業協同組合 百分の八十
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（三）道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第五十六条に規定する費用について

道路の区分 事業の区分 事業主体 国庫の補助割合

国土交通大臣

 

の指定する主

 

要な都道府県

 

道又は市道及

 

び資源の開発

 

、産業の振興

 

、観光その他

 

国の施策上特

 

に整備する必

 

要のある道路

新設及び改築

イ

 

本土と

 

離島及び離

 

島と離島を

 

連絡する橋

 

に係るもの
道路管理者

三分の二

ロ

 

イ以外

 

のもの
十分の五・五（政令で定める道路の

 

新設及び改築に係るものにあつては

 

、十分の六）

（四）空港法（昭和三十一年法律第八十号）第六条第一項並びに第八条第一項及び第四
項に規定する費用について

空港の区分 事業の区分 事業主体 国庫の負担割合又は補助割合

空港法第四条

 

第一項第六号

 

に掲げる空港

 

及び同法第五

 

条第一項に規

 

定する地方管

 

理空港

滑走路、着陸帯、誘導路、エ

 

プロン、排水施設、照明施設

 

、護岸、道路、自動車駐車場

 

若しくは橋の新設若しくは改

 

良又は空港用地の造成若しく

 

は整備

国又は地方公

 

共団体
百分の八十

（五）義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律第二条第一項に規定する義
務教育諸学校に係る同条第二項に規定する建物について

学校の区分 事業の区分 事業主体 国庫の負担割合

公立の小学校

 

公立の中学校

 

（次項に掲げ

 

る中学校を除

 

く。）

教室の不足を解消するための

 

校舎の新築又は増築（買収そ

 

の他これに準ずる方法による

 

取得を含む。以下同じ。）

 

屋内運動場の新築又は増築

 

適正な規模にするため統合し

 

ようとすることに伴つて必要

 

となり、又は統合したことに

 

伴つて必要となつた校舎の新

 

築又は増築

地方公共団体 十分の五・五

公立の中学校

 

（学校教育法

 

（昭和二十二

 

年法律第二十

 

六号）第七十

 

一条の規定に

 

より高等学校

 

における教育

 

と一貫した教

 

育を施すもの

 

に限る。）

建物の新築又は増築 地方公共団体 十分の五・五

公立の中等教

 

育学校
前期課程の建物の新築又は増

 

築
地方公共団体 十分の五・五
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（六）児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育
所について

児童福祉施設

 

の区分
事業の区分 事業主体 国庫の負担割合

保育所 設備の新設、修理、改造、拡

 

張又は整備
地方公共団体 二分の一から十分の五・五まで

（七）消防施設強化促進法（昭和二十八年法律第八十七号）第二条に規定する費用につ
いて

消防施設の区

 

分
事業の区分 事業主体 国庫の補助割合

消防の用に供

 

する機械器具

 

及び設備

購入又は設置 市町村 十分の五・五

学校の区分 事業の区分 事業主体 国庫の負担割合

公立の特別支

 

援学校
小学部及び中学部の建物の新

 

築又は増築
地方公共団体 十分の五・五

公立の義務教

 

育諸学校
構造上危険な状態にある建物

 

の改築（買収その他これに準

 

ずる方法による取得を含む。

 

）

地方公共団体 十分の五・五

121



122



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都離島振興計画（平成２５年度～平成３４年度） 

  

登録番号（２４）第１５５号 

  

平成２５年４月発行 

 

 編集・発行  東 京 都 総 務 局 行 政 部 振 興 企 画 課 

 所 在 地  〒163-8001 東京都新宿区西新宿２－８－１ 

        電 話 ０３（５３８８）２４４４ 

 

 印 刷 所  株式会社アライ印刷 

        〒156-0042 東京都世田谷区羽根木１－12－７ 

        電 話 ０３（５３７６）９１２３ 
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